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──特に台湾ノート型 PCの産業立地移転を中心に──
孫 岩 巍
現在，台湾 PC生産メーカーは世界全体のノート型 PC出荷台数の割以上を生産する
までになり，その多くが中国で生産されている。台湾の主要 PC生産メーカーが中国にお
ける生産拠点を広東省から江蘇省へ，さらに内陸部の重慶へ移転する傾向が見られる。
2009年，米国のヒューレット・パッカードのほか，台湾大手 PC生産メーカーの富士康，
英業達や広達電脳が相次いで西部地域の重慶に進出し，2013年までに，重慶は長江デルタ
に続いて中国第のノート型 PC生産の集積地となった。本論文は，内陸部の重慶におけ
る台湾のノート型 PC生産メーカーの立地移転要因の考察を目的とし，現地政府の誘致政
策，現地のインフラ整備状況，活用しうる生産資源などの側面から要因分析を行った。
．は じ め に
1990年代におけるグローバリゼーションとデジタル化の進展によって，世界規模での PC
（パーソナル・コンピューター）の大規模生産が必要となった。PC の生産ネットワークの
拡大の中，台湾 IT 企業はその得意とする ODM生産（Original Design Manufacturing，相
手のブランドによる設計・生産）で，アメリカの PCブランドの委託生産の受注を受けるよ
うになり，世界全体のノート型 PC出荷台数の割以上を生産するまでになった。従来，台
湾 PC企業は，広東省を中心とする珠江デルタで，デスクトップ型 PCや関連部品の集中生
産を行っていた。2000年以降，台湾当局がノート型 PCの中国生産の解禁を決定したことか
ら，ノート型 PCの生産拠点は，上海を中心にした長江デルタに移転した。しかし，近年，
台湾 PC企業は生産拠点を中国の内陸部に移転する傾向が見られる。2009年，米国のヒュー
レット・パッカードのほか，台湾大手 PC生産メーカーの富士康，英業達や広達電脳が相次
いで西部地域の重慶に進出した。2013年までに，世界トップ位以内の PCの ODM生産メ
ーカー（すべて台湾企業）や700社の関連部品会社が重慶に進出し，長江デルタに続いて第
のノート型 PC 生産の集積地となった。2012年における重慶でのノート型 PC の生産量1)
1) 『重慶統計年鑑2013』。
は4,160万台に達し，世界シェア2)の約分のを占めた。
沿海部の珠江デルタや長江デルタへの台湾 PC企業の集積移転に関する先行研究として，
朱（2003）は投資環境の比較から，関（2005）は企業の現地調査から，さらに貴家（2006）
は国際生産ネットワークの視点から分析している。彼らの分析では，集積移転の要因とし
て，安価な労働力，中国の国内市場の魅力，輸出における立地の利便性などが挙げられてい
る。ただし，彼らは，内陸部の重慶の立地については言及しておらず，実際，これに関する
研究は未だ少なく，もしそれを明らかにすることができるならば後進地域の西部における産
業の発展に重要な示唆が得られると考えられる。
そこで，本論文では，以上の問題意識から，重慶における台湾のノート型 PC企業の立地
移転要因について考察する。第節では，マーシャルの外部経済論，シュンペーターの内部
経済論やウェーバーの工業立地論に基づく分析のフレームワークを提示する。第節では，
産業構造や交通ネットワークの観点から，中国における重慶の位置づけと立地特性について
考察し，第節では，台湾のノート型 PC産業の進出経緯について説明する。第節では，
重慶への移転要因について分析する。第節は，結論である。
．分析フレームワーク
産業集積の形成要因に関して，原田（2005）は，アナリー・サクセニアン（以下ではサク
セニアン）が提起した地域産業システムの概念をベースに，内部・外部経済論の観点から産
業集積理論の再構築を試みている。
サクセニアンは，アメリカ国内におけるつの地区，つまり，同じようなハイテク（エレ
クトロニクス等）産業地域である西部のシリコンバレーと東部のルート128地域の違い，つ
まりなぜシリコンバレーでは成長のダイナミズムが生まれ，なぜルート128地域は停滞と衰
退に至ったのかを問題意識として，外部経済論，内部経済・外部経済，地域要因の点から
説明を試みた3)。その結果，企業が社会や制度的な条件に埋め込まれることから，地域要因
として，内部経済と外部経済が結びつくことを指摘し，さらに地域の組織・文化，産業構造
や企業の組織構造というつの要素から成る地域産業システムの概念を提起した4)。そして
サクセニアンは，この地域産業システムの概念を用いて，シリコンバレーは分権・地域ネッ
トワーク型産業システムによって成長し，ルート128は独立企業型産業システムのために衰
退・停滞に至ったという結論を導いた5)。
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2) 米国の市場調査会社 NPD Display Searchによると，2012年における世界ノート型 PC の出荷量
は億800万台である。
3) 原田（2005），61ページ。
4) 山形・柏木訳（2009），25ページ。
こうしたサクセニアンの議論を受け，原田（2005）は，マーシャルの外部経済論とシュン
ペーターの内部経済論を振り返り，産業集積論を説明する際に両者が相互補完的な関係にあ
ることを論じた6)。
マーシャルは，内部経済よりも外部経済が経済発展の主因であるとしてこれを重視し，外
部経済を「集積の経済」と「社会的インフラの経済」に分けて論じた。「集積の経済」には，
技術・ノウハウの波及と評価，補助・関連産業の発達，高度機械利用・規模の経済性，熟練
の労働者の確保，のつの面がある。その成立条件として，集積内における企業間の分業関
係の形成と，企業間で情報が流通するという環境の存在が挙げられた。一方，「社会的イン
フラの経済」には，運輸通信手段の発達による運輸通信コストの低下，具体的に鉄道・船舶
による大量輸送・運送時間短縮化，電信・郵便の発達などの要素がある。
こうしたマーシャルの議論に対し，シュンペーターは，内部経済こそ経済発展の源泉であ
り，企業家による新結合＝イノベーションを起因として，資本主義経済の非連続的発展が生
じると論じた。彼は，具体的なイノベーションとして，「新しい財貨の生産」，「新しい生産
方法の導入」，「新しい販路の開拓」，「原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得」，「新しい
組織形成」のつを挙げた。
産業集積と市場の関係に関して，マーシャルは，市場が成長しなければ集積の利益が得ら
れないという需要サイドの主張を行ったのに対し，シュンペーターは，イノベーション→新
分野の需要創出→他分野の需要拡大→新産業の形成というプロセスの中で，供給が需要＝市
場を作り出すと反論した7)。しかし，原田（2005）は，両者の主張が一見正反対に見えるも
のの，市場が拡大しなければ集積（供給）は成長せず，新しい供給も需要（ニーズ）をつか
まなければ増加しないことから，需要と供給は密接な相関関係にあると論じている。
このように，産業集積の形成には需要と供給の両面が深く関わっていると考えられる。し
かし，台湾ODM企業による長江デルタから重慶への移転を論じるにはこれだけでは十分で
なく，重慶の地域特性も関係していると推測される。そこで，台湾ODM企業による立地環
境に対する需要・供給面からの分析も必要となってくる。ここでは，ウェーバーの工業立地
論から企業の供給面に影響を及ぼす立地要素を取り上げる。
ウェーバーの工業立地論8)は，最小立地費用の原則に基づき，原料指数（原材料と工業製
品の重量比），輸送費と労働費などの立地因子を用いて，企業は最も節約できる立地を選択
すると考える9)。図 2-1 を用いて説明すると，企業による製造拠点の立地選択は，原料指数
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5) 前掲，注1)。
6) 以下の議論は，原田（2005），70-71ページに基づく。
7) 原田（2005），71ページ。
8) A. ウェーバー（1986）『工業立地論』大明堂 篠原泰三訳。
の大（小）により，原材料供給地（市場）に近寄る傾向がある。さらに，原材料供給地と市
場の間の輸送費と，立地の生産費用をトータルに比較した上で製造拠点が決められる。
原料指数から見ると，ノート型 PCの機械組立業は，原料供給地寄りの鉄鋼業や市場寄り
のビール製造業と比べると，比較的立地が自由である10)。1990年代以降，生産・物流ネット
ワークの発達により，原材料や部品を現地調達するようになり，企業は生産費用が安い地域
に立地するようになった。たとえば，2000年から世界のノート型 PCの生産基地となった長
江デルタの蘇州において，市圏時間以内の範囲でノート型 PCのほぼすべての部品を揃え
ることができるようになった。内陸部の重慶は，こうした現地調達の重要性を認識して誘致
活動を行った。重慶市政府は，80％の現地調達率を保証するという条件でヒューレット・パ
ッカード（以下では HP という）を誘致し，その後，HP の注文を活用して EMS大手の富
士康とその関連部品メーカーを誘致した。
生産費用については，労働費以外に集積の利益も関わっている。すなわち，生産規模の拡
大または多数の企業が集積する際に，産業集積地の電気，水道，通信などの社会的インフラ
の充実と関連部品工場の集積があれば，生産費用が節約できる11)。
こうして，原材料の輸送費を節約する上で，企業にとっては労働費や社会的インフラとい
った生産費用，さらには現地市場や国外市場までの輸送費が重要になる。また，生産面にお
ける生産費用と輸送費用以外に，地方政府が提供するワンストップサービスなどの行政コス
ト削減も，企業の立地にとって重要な要素と考えられる。そこで，企業の立地拠点となる経
済開発区における行政サービスに関する考察も必要になってくる。
以上から，立地条件が比較的劣る重慶における台湾ノート型 PC企業集積の移転要因を説
明するには，企業における需給両面の条件，重慶の地域特性，重慶市政府の政策を考察する
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9) ウェーバーの工業立地論の分類基準については，中島（1981）が詳しく検討している。
10) 柳井（2002），21ページ。
11) これはマーシャルの外部経済と同じことを指す。
図 2-1 ウェーバーの立地要因
（出所） 鈴木（2003），120ページ，図 7-1 に加筆して作成。
〈輸送費要因〉 〈輸送費要因〉 現地市場
原材料供給地 製造拠点（工場）
原料の調達 製品の出荷 国外市場
〈生産費用要因〉
・労働費
・集積の利益（電気，水道，通信など）
必要がある。本論文では特に，供給面における労働力や物流などの生産コスト削減と，需要
面における市場規模の拡大から移転要因について考察する。
．中国における重慶の位置づけ
重慶は，長江の上流，中部地域と西部地域の結合部にある。長江とその支流の嘉陵江の分
岐点が市区域にあり，また，近年の鉄路，高速道路と空港などのインフラ建設の進展によっ
て，重慶は長江上流に唯一の水，陸，空の交通ネットワークを持つ都市となり，また中国西
南部の交通中枢にもなっている。重慶は，面積8.24万平方キロ（北京，上海，天津の市合
計の2.39倍），市区面積647平方キロ，19区と19県を所有，人口2,945万人（2012年常住人
口），農村人口1,266万人。重慶は，管轄する行政単位が最も多く，そして人口規模が最も大
きい都市である。1997年月14日，全国人民代表大会第次会議を通して，重慶は北京，上
海，天津に続いて中国番目，そして西部地域唯一の直轄市となった。従来，内陸部の工業
基地であった重慶が，2000年以降中国の「西部大開発」の重点地域として発展し，現在は西
部地域の政治，経済，文化の中心地となっている。
1) 産 業 構 造
2012年における重慶の GDP は兆1,459億元で，GDP の増加率は13.6％，これは全国平
均より5.8ポイント高く，全国第位である。同年，重慶の人当たり GDP は万9,083元
（6,191ドル）で，初めて全国平均値（万8,449元，6,090ドル）を超えた。2000年以降，重
慶の人当たり GDPの増加率は相対的に高くなっている。
図 3-1 における人当たり GDP の増加率（カ年移動平均）を見ると，重慶は2000年以
降全国平均と上海を超え，2006年には天津を上回った。2005〜2007年に，重慶は全国平均を
下回ったが，2011年には全国平均，上海，天津よりそれぞれポイント，12.2ポイント，
3.7ポイント高い。ただし，2012年の絶対水準を見ると，上海の万5,646元（13,566ドル）
と天津の万5,093元（15,063ドル）と比べると，それぞれの割前後である。
2011年における重慶の GDP に占める第次，第次，第次産業の割合はそれぞれ
8.4％，55.4％，36.2％，同年度の全国平均（10.4％，46.6％，43.3％）と比べると，第
次産業の割合が比較的高い。もともと重慶は，1964年の戦略後方の整備としての「三線建
設｣12)計画以来，軍需産業が発達し，特に自動車やオートバイ産業が目立っている。
図 3-2 によると，重慶の製造業では，交通運輸設備産業が最も特化していることがわか
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12) 1964年からの16年間にかけて，中国中西部13の省，自治区で行われた国防，技術，工業と交通イ
ンフラに関する大規模的な建設活動のこと。
中央大学経済研究所年報 第45号122
図 3-1 重慶人当たり GDPと各都市人当たり GDPのカ年移動平均増加率
（出所） 重慶市統計局編『重慶統計年鑑』中国統計出版社・上海市統計局編『上海統計年鑑』中国統計
出版社・国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社・国家統計局国民経済総合統計司編『新
中国60年統計資料匯編』中国統計出版社より作成。
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図 3-2 2011年における重慶の産業特化13)
（出所） 重慶市統計局編『重慶統計年鑑』中国統計出版社・国家統計局編『中国統計
年鑑』中国統計出版社より作成。
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13) 図 3-2 に関する特化係数は以下の計算式による。
特化係数＝(重慶における某産業の生産額/重慶工業生産総額)/(全国における某産業生産額/全国
工業生産総額）
る。2011年，重慶の自動車とオートバイの生産量は265.9万台及び879.6万台，それぞれ全国
生産量の18.6％及び32.2％を占めている14)。他の主要産業の特化の度合いは，全国平均並み
だが，近年始まったばかりの電子設備産業の成長が著しい。2010年から統計に掲載されるよ
うになったノート型 PC の生産量は193.4万台であったが，2012年には4,160万台にまで増加
した。「重慶十二五年計画」では，2011年から2015年の間，重慶の産業構造を従来の金属精
錬・機械設備などの重工業主導から電子情報産業へと転換し，2015年までに中国最大のノー
ト型 PC生産基地とデータ処理センターを建設するなどの目標が掲げられている15)。
2) 西部大開発政策における交通ネットワークの整備
重慶の急速な経済発展の背景には，1990年代末からの「西部大開発」計画がある16)。西部
大開発は，2000〜2010年におけるインフラなどの基盤整備を第一段階とし，2011〜2030年に
おける産業育成などの開発加速を第段階とし，2030〜2050年における全国一体化を第段
階とする発展計画である。第段階の後半では，重点地域開発政策が中心となり，成都と重
慶の「成渝経済区」，西安を中心とする「関中・水天経済区」，広西チワン族自治区の「北部
湾経済区」などの地区が優先的に開発された。「西部大開発十二五計画」では，西部の発展
における重慶の重要な位置づけが決定された。具体的には，重慶の西永保税区と両路寸灘保
税港区における通関区域の建設，上海浦東（1990年代），天津濱海（2000年代）と同等また
それ以上の優遇政策を取り入れる重慶両江新区（2010）の建設，鉄路と高速道路の増設，重
慶空港を地域中枢空港に位置づけ，重慶長江上流水上運輸の中心とする建設などが規定され
た17)。また，2009年月，重慶市政府は「重慶市都市・農村の統合的改革試験案に関する通
知」を公表し，都市・農村の統合的改革を実現するための基本的措置，将来の目標，重点的
任務などについて言及した18)。重慶の都市・農村の統合開発は中国西部大開発の一環として
認められ，西部のモデル地域となった。こうして，西部大開発における重慶の位置づけは，
長江上流の経済ハブ，西部地域経済成長の極，都市・農村を統一開発するモデル地域と内陸
対外開放のモデル地域のつとなっている19)。このような背景の下で，重慶の交通ネットワ
ークのインフラ設備の建設が急速に進展した。
図 3-3 によると，2004年以降，重慶における貨物取扱量は急速に増加し，2011年までの年
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14) 重慶オートバイに関する研究には，山村・申（2005）がある。
15) 重慶市政府（2011），pp.18-19。
16) 金（2010）はこの点について詳しく述べている。
17) 国家発展と改革委員会（2012），pp.14-5，21-5。
18) 日中経済協会成都事務所（2010），pp.31。
19) 金（2010）を参照。
平均増加率は17.1％である。運送方式別から見ると，水運の割合が最も高く，2003年から急
増し，2005年以降全体の割を占める。道路の割合は割から割を占め，鉄路の割合は
2000〜2012年の間に35ポイント減少した。こうして，貨物取扱量の運送方式から見ると，重
慶の交通ネットワークにおいて，水路運輸が主要な輸送手段となっている。
重慶は長江に隣接し，中国内陸部の水運では最大の港である両路寸灘保税港を持つ。
8,000トンの船と10,000トンレベルの船団が市内の港まで直接航行することができ，運輸コス
トは鉄道輸送の分の，陸送の10分のである20)。
近年，重慶における鉄路の建設も急速に推進されている。中国の鉄路中長期計画では，重
慶を十数通鉄路幹線の中枢，中国で番目の鉄路中枢地とする予定である。現在，重慶と隣
接省の間の鉄路がすでに開通した。さらに，2015年までに鉄道の総延長距離を2,100キロ
にまで延ばす予定である。また，2008年重慶市委第回会議では，「五つの重慶」という発
展戦略の中で，交通・通信ネットワークのインフラ設備を推進する「暢通重慶」が提起され
た。その中では，「国際大通路」計画という国際貿易通路の建設が計画されており，具体的
には，①長江から太平洋の水路，②北方面として重慶から新疆経由のベルギーのアントワ
ープまでのユーラシア鉄道，③南方面として重慶から雲南省，ミャンマー経由のインド洋
中央大学経済研究所年報 第45号124
20) 日中経済協会成都事務所（2010），33ページ。
図 3-3 1997〜2012年における重慶の貨物取扱量と鉄路，道路，水運の割合
（注） 2005年から道路に関する統計には村道を含むようになった。
（出所） 重慶市統計局編『重慶統計年鑑』中国統計出版社・国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社より
作成。
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への鉄道のつから構成される21)。
重慶にはつの空港があり，うち民間空港がつである。2010年に回目の規模拡大が実
施された江北国際空港は中国で番目に大きな国際空港であり，かつ中西部唯一の双方滑走
路を持つ空港である。2011年までに，江北国際空港は国内の85都市と国際13地域を結んでい
る。2012年の旅客量は2,000万人で，増加率が全国トップであり，2015年までに滑走路を
本，旅客取扱者数4,500万人とすることを目標としている。
こうして，重慶は中国の西部大開発計画の下で，西部の開発の入口として，交通ネットワ
ークなどインフラ設備が急速に進められている。同時に，産業構造が従来の重工業中心から
ハイテク産業へ移り変わりつつある。
．台湾ノート型 PC産業の西部進出
1) PC産業における台湾企業の位置づけ
1980年代初期，PC 産業における部品の標準化やシステムの互換性が進む中，台湾の PC
産業の生産形態は，従来の一貫生産体制から部品の企業間分業生産体制に変わった。また，
アメリカで始まった低価格競争において，アメリカの PC企業は台湾からのマザーボード，
モニター，ハンディスキャナーなどの部品調達に踏み切った。こうして，台湾がマザーボー
ドやキーボード，マウスなどのコンポーネントを，日米を中心とした世界中の PC企業向け
に供給する国として成長し，その後 PC 本体の OEM供給国としても重要な地位を占めるよ
うになった。1993年に，コンパックなどの米国大手 PC企業が，世界市場でシェアを伸ばす
ため，アメリカの本社はマーケティングに専念し，製造はすべて台湾の企業に委託するとい
う国際分業戦略を展開した22)。それを機に，世界における PC生産工場として台湾の地位が
確立され，2000年における台湾ノート型 PCの出荷量は世界シェアの52％を占めた。
1990年代半ば以降，インテルがプラットフォーム戦略23)を推進したことにより，PC 産業
では，インテルが製品のコア技術を，ブランド企業が販路をそれぞれ専業とする産業内分業
の構図が成立した（図 4-1）。2000年以前は，台湾企業は主に情報の受け手として，アメリ
カの PC企業から発注を受け，ノート型 PCを組み立てたり，部品を生産したりした。しか
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21) 金（2010）を参照，元の文献は重慶市人民政府（2011）。
22) 以上は荘（2004），pp.78-80に基づく。
23) 川上（2012）によると，インテルは1993年頃から，デスクトップ型 PCをターゲットにプラット
フォーム戦略を推し進め，PC メーカーが蓄積していた技術的なノウハウを自社の CPUとチップ
セットの組み合わせの中に取り込み，これを通じて，完成品メーカーが獲得していた付加価値を自
社製品の側に吸い寄せることに成功した。1990年代後半以降，ノート型 PCにおいても同様の戦略
をとった。
し，インテルのプラットフォーム戦略以降，従来ブランド企業が担当したインテル開発の新
しいチップの検証作業が台湾企業にシフトした24)。それによって，台湾企業の権限が拡大
し，製品に関して価値ある提案力が形成されるようになった。このように，PC 産業におい
て，台湾企業とアメリカ企業との関係は，従来の OEM（相手先ブランドによる生産）か
ら，ODM（供給相手先から受注したのちに自社で開発・設計し，相手先のブランドをつけ
て生産する）へと変化した。また，販売部門（ACER）とODM部門（緯創）が分かれ，そ
れぞれ専業して成長する例や，従来の ODM 企業が自社のブランド（ASUS）を持ち，
ODM部門（和碩）が独立した例も見られる。
こうして，台湾企業はノート型 PC の生産工程において重要な位置を占めるようになっ
た。表 4-1 によると，2010年世界主要ブランドメーカーのノート型 PC の生産はほぼ台湾
ODM企業によって行われ，台湾企業は世界ノート型 PC の割以上を生産している。しか
し，ノート型 PCの価格における生産工程や部品の配分から見ると，インテルやブランド企
業と比べると，比較的に利益が薄いことがわかる。図 4-2 は HPnc630を例に，ノート型 PC
の生産における価格配分を表している。その中では，マイクロソフト，インテル，HP の
者が売上の45.6％を占め，台湾大手 ODM 企業が主に担当する組立・試験の工程は売上の
1.7％程度である。ノート型 PC のバリューチェーンの中で，欧米のブランド企業は付加価
値と利潤が高い商品設計や販売の部分を行い，研究開発，部品調達や組立などを台湾ODM
企業が担当する25)。組立工程の付加価値が最も低い上に，2000年からノート型 PCの大規模
中央大学経済研究所年報 第45号126
24) 同上，201ページ。
図 4-1 PC の製造工程におけるインテル，ブランド企業と台湾企業の位置づけ
（出所） IT トレンド「パソコンの落日揺らぐ IT 集積地台湾の存在感」日経産業新聞2013年月18日
より作成，元の文献は川上（2012），91ページ図 3-7 と191ページ図 6-7 による。
詳細設計・生産製品を企画
2000年代初頭以降
PCブランドメーカー
製品の
選定・発注
半導体の技術や
新製品の情報 製品原型の
作成・提案
米インテル
台湾受託生産企業
1990年代後半
米インテル PCブランドメーカー 台湾受託生産企業
発注半導体の技術や
新製品の情報
生産が始まり，ODM企業間のコスト競争が一層激しくなった。たとえば，PC 世界シェア
No.1の ODM 企業である広達の粗利益率は2001年12.5％，2006年5.7％，2012年3.9％であ
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25) 周（2011），p.57。
表 4-1 2010年におけるノート型 PCブランドメーカーと生産受託企業の出荷量（万台)
(順位)
メーカー
⑴
広達
⑵
仁宝
⑶
緯創
⑷
英業達
⑸
和碩
⑹
富士康
⑺
偉創力
その他 合計
⑴ HP 2,400 300 300 300 300 430 4,030
⑵ Acer 500 1,800 850 200 3,350
⑶ DELL 400 1,100 1,000 200 300 3,000
⑷ 東芝 460 800 1,155 2,415
⑸ レノボ 600 700 700 150 2,150
⑹ ASUS 845 400 1,245
⑺ APPLE 550 300 200 1,050
その他 300 210 1,000 1,510
合 計 5,210 4,910 2,850 1,605 1,545 1,200 430 1,000 18,750
（注） アメリカの緯創以外のODMメーカーはすべて台湾企業。
（出所） 水清木華研究センター『2010〜2011年全球及中国筆記本電脳業界研究報告』より作成。
図 4-2 ノート型 PC価額における生産工程及び部品の配分（HPnc630を例にして)
（出所） 川上（2012），145ページ，元データは Dedrick, Kraemer and Linden（2009），pp.89〜91及び
p.115，Table A3。
1.7 2.9 2.9
4.9
7.1
9.8
14.7 15.0
17.2
23.8
0
5
10
15
20
25
（%）
組
立
・
試
験
D
V
D
-R
O
M
/
C
D
-R
O
M
ド
ラ
イ
ブ
バ
ッ
テ
リ
ー
パ
ッ
ク
H
D
D
O
S（
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
)
液
晶
デ
ス
プ
レ
イ
メ
イ
ン
チ
ッ
プ
+
W
i-F
i
（
イ
ン
テ
ル
)
流
通
そ
の
他
部
品 H
P
った26)。他の大手ODM企業の粗利益率も近年％〜％である。
このように，台湾ODM企業は技術のキャッチアップにより世界ノート型 PC生産のシェ
アの割以上を占めるようになったものの，バリューチェーンにおける低付加価値の工程に
位置し，企業間のコスト競争が激しく，生産コストの変化に敏感となっている。
2) 長江デルタから重慶へ
2000年以降，ノート型 PCの需要が世界規模で急増したことに伴って，アメリカのブラン
ド企業は市場シェアの拡大に向けた低価格戦略を展開した。また，2001年秋には，台湾当局
がノート型 PC生産の対中投資を解禁し，台湾企業はコスト削減を目的として，中国への生
産移転を急速に進めた27)。この結果，台湾ODM企業は商品の研究開発，部品調達や組立を
中国に移転し，台湾では主に新商品の開発と付加価値の高い部品の生産を行うようになっ
た。図 4-3 は，主要国のノート型 PC輸出額のうち，中国が2002年から著しい成長を遂げた
ことを示している。2002年以前は台湾の割合が高かったが，中国の割合が高まるにつれ，台
湾の割合は急速に低下した。台湾と中国のノート型 PC輸出額は，2000年には112.2億ドル
及び2.2億ドルであったが，2010年には2.1億ドル及び953.4億ドルとなった。2010年には，
台湾のノート型 PC生産のほぼすべてが中国の長江デルタで行われるまでになった。
表 4-2 によると，2000年以降，台湾の主要ODM企業は続々と長江デルタ地域の上海とそ
の周辺地域，特に蘇州を中心に製造工場を設置し，一部の企業は研究開発拠点も移転させ
た。しかし，2009年から台湾ODM企業は急速に西部の重慶と成都に移転し始めた。
重慶におけるノート型 PCの台湾 ODM企業の移転は，2009年における HP の投資を契機
に始まった。2009年に重慶市政府は，HP のノート型 PC増産計画の情報を入手し，輸出用
のインフラ建設，物流コストの補塡及び部品の80％現地調達の保証という条件で HP の生産
拠点の設立と，4,000万台の外注を獲得することができた。重慶市政府は，HP の4,000万台
の注文をもって台湾大手ODM企業の進出を誘致した結果，2010年までに富士康，英業達，
広達などのメーカーが続々と重慶に進出した28)。2011年には Acer が緯創，仁宝，和碩と共
に進出し，和碩の親会社である華碩も進出した。
中央大学経済研究所年報 第45号128
26) 同上，p.57と広達年報による。
27) 川上（2012），150ページによると，台湾 PC企業が急速に中国への生産移転を進めた背後には，
コスト削減の他，顧客からの圧力もあった。たとえば，デルは2002年に，市場シェアの拡大に向け
た低価格戦略の一環として，サプライヤーであるクアンタとコンパルに対して，量産はすべて中国
で行うよう求めた。
28) 富士康が従来電子部品の生産しか行われていなく，この度，重慶政府は部品メーカーとともに重
慶へ進出するという条件付きで，ノート型 PCの組立の注文を与えた。
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表 4-2 中国における台湾ODM企業の立地
地域 都市 広達 仁宝 緯創 英業達 和碩
華北 北京
顧客サービ
ス・R&D
長江
デルタ
上海 製造 製造
昆山（江蘇) 製造・R&D R&D
蘇州（江蘇) 製造・R&D 製造
常熟（江蘇) 製造
南京（江蘇) 製造・R&D
嘉善（浙江) 製造
泰州（江蘇) 製造
華南 中山（広東) 製造・R&D
中部 武漢（湖北) R&D
西部
重慶 製造 製造・R&D 製造・R&D 製造 製造・R&D
成都（四川) 製造 製造
（注） ：富士康は EMS（Electronics Manufacturing Service）の大手，鴻海精密工業（台湾）の子会社であり，
主に電子機械部品の受託企業として成長，中国で30カ所に工場を持つため，この表では省略している。
：昆山と常熟は蘇州の地級市である。
（出所） 各会社のホームページと新聞報道に基づき作成。
図 4-3 1997〜2010年における主要国のノート型 PC輸出額の推移
（出所） 川上（2012），154ページより作成。元のデータは UN Commodity Trade Statistics Database及び
World Trade Atlas。
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また，アメリカのブランド企業は台湾ODM企業進出に伴って，重慶を中国におけるノー
ト型 PC の生産拠点センターとする動きが見られた。Acer は2013年の第四半期から，ノ
ート型 PC の90％の生産を重慶で行うことを決定した。Acer を ODM 企業とする広達
（APPLEからの注文以外）と緯創はすでにノート型 PC 生産の100％を重慶に移転し，仁宝
は2012年に昆山と重慶でノート型 PCを50％ずつ生産し，2013年の第四半期から重慶での
生産を全体の90％まで増加させる予定である29)。英業達も2014年までにノート型 PC生産の
90％を重慶へ移転させ，2015年までに100％とする予定である30)。東芝は2013年月に，今
後のノート型 PC の生産を重慶へ進出した広達に発注することを発表した31)。その他，HP
と華碩も台湾ODM企業の移転により，重慶を中国ノート型 PCの主要な生産拠点としてい
る。
台湾ODM企業の進出とともに，次の部品メーカーと次の原材料メーカーも相次いで
重慶に立地した。たとえば，緯創が重慶へ進出した際に，長年協力関係にあった15社のバッ
テリーパック，拡声器と筐体などの部品メーカーもそれに追随した32)。2012年には，川上の
300社部品メーカーが広達と契約し，生産工程を重慶へ移す予定であり，そのうちの約60社
はすでに生産を開始した33)。同年における広達の重慶でのプラスチックや金属筐体の現地調
達率は70％に達した。また，重慶市政府はノート型 PCの生産に関して「一区，十園，七基
地」の計画を打ち出した。「一区」では西永微電子園区を中心に組立やモニター・ICチップ
を生産し，「十園」では部品調達園を市区周辺の10カ区・県に設置し，「七基地」では原材料
地として，アルミニウム，銅，マグネシウムや鉄などを供給する。
こうして，2009年から2012年までの年間に，重慶では，つのブランド企業，つの
ODM企業と700の部品メーカーといったノート型 PC の産業集積が形成されるようになっ
中央大学経済研究所年報 第45号130
29) 「宏碁将把90％筆記本電脳産能移至重慶」華商網2013年月日。
30) 「筆記本電脳産链西進脚歩加速 英業達2014年逾成NB産自重慶」中国商務部2013年月18日。
31) 「好政策推動下東芝筆記本已決定転産重慶」太平洋電脳網2013年月23日。
32) 「緯創落戸重慶：首台筆記本電脳将在月下線」新華網2011年月28日。
33) 「台資広達将所有筆記本生産線迀至重慶 苹果線除外」華夏経緯網2012年月17日。
図 4-4 重慶へ進出した PCのブランド企業と台湾ODM企業の関係図
（出所） 新聞報道をもとに作成。
HP（ブランド） Acer（ブランド）
富士康 英業達 広達 緯創 仁宝 和碩 華碩
(ブランド)
た34)。その結果，2012年における重慶でのノート型 PC の生産量は4,160万台，うち輸出は
3,544万台で2011年より130％増加，輸出額は125.41億ドルで全市総輸出額の30％を占めるま
でになった。
．移転要因の分析
1) 供 給 面
従来，台湾ODM企業が製造工程を中国の長江デルタに移転したのは，アメリカブランド
企業からの影響のほかに，量産化するための安い生産費用を求めたためである。まず，台湾
と中国におけるノート型 PCの生産費用を比較したい。表 5-1 によると，ノート型 PCにお
ける生産コストでは，部品費における大きな差はないが，生産費と輸送費にはそれぞれの優
劣が出る。生産費では，台湾の方が2.3％高く，一方，輸送費（航空の例）では，中国の方
が1.5％高い。部品費を含めてトータルでは，台のノート型 PC を生産する費用では，中
国が台湾より1.6％安い。しかし，このデータは台湾Market Intelligence Center が2003年
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34) 「重慶今年筆記本電脳産量将上4100万台」中国中小企業重慶網2012年12月28日。
表 5-1 台湾と中国におけるノート型 PCの生産コスト構成
（ドル)
台湾 中国
コスト 構成比(％) コスト 構成比(％)
CPU 170 25.1 170 25.5
LCDパネル 125 18.4 125 18.8
HDD 80 11.8 80 12.0
OS 65 9.6 65 9.8
バッテリー 32 4.7 30 4.5
DVD-ROM 35 5.2 35 5.3
メモリー 30 4.4 30 4.5
アダプター 19 2.8 18 2.7
その他 68 10.0 65 9.8
部品費合計 624 92.0 618 92.8
生産費 30 4.5 15 2.2
部品と生産費合計 654 96.5 633 95.0
輸送費（航空) 8×3㎏＝24 3.5 11×3㎏＝33 5.0
合計 678 100.0 666 100.0
（注） 表示した価格はモニターが15インチ，CPU がインテル Pentium M，メモリが
256MB，ハードディスクが40Gのノート型 PCに基準する。
（出所） Yang (2006), p.14 Table 3 により作成。元のデータは Market Intelligence Center,
Taiwan。
に報告したものであり，当時の中国長江デルタにおける労働費などの生産費用輸送とインフ
ラの平均費用が現在と大きく変わっていると考えられる。とはいえ，台湾ODM企業におけ
る立地移転は生産費用と輸送費に大きく影響されると考えられる。そこで，重慶におけるノ
ート型 PCの生産費用と輸送費を考察したい。
① 労働力
第節で述べたように，重慶は中国最大の人口規模を持つ都市である。2012年末までの常
住人口は2,945万人（農村人口1,266万人），生産年齢人口（15歳〜65歳）が2,113万人。2012
年，重慶から市外へ出かける人口数は534万人，生産年齢人口の25.2％を占める35)。これは，
約労働人口の分のが市外で仕事を求めた結果であると考えられ，ここから重慶において
多くの余剰労働力が存在すると推測できる。
また，重慶，上海，（台湾 ODM企業が多く立地している）蘇州の都市製造業一人当たり
平均賃金を比較した。図 5-1 によると，重慶の都市製造業の平均賃金は，上海との格差が縮
小する傾向があるが，2011年でも上海より割近く安い。また，蘇州と比べると，上海との
格差より小さく，それでも重慶の都市製造業の平均賃金が割近い。従来，台湾ODM企業
が上海周辺の蘇州，昆山などの労働費が安い地域を中心に集積したのは，生産費用を控えな
がら，上海のインフラと資源を利用できることが目的であった。しかし，近年長江デルタの
中央大学経済研究所年報 第45号132
35) 『重慶統計年鑑2013』による。
図 5-1 重慶，上海，蘇州における都市製造業の人当たり平均賃金指数
（注） 重慶の水準を100とした数値。台湾 ODM 企業は2008年前後から重慶へ進出し始めたた
め，2006年以降の各都市の製造業の平均賃金を比較した。
（出所） 重慶市統計局編『重慶統計年鑑』中国統計出版社・上海市統計局編『上海統計年鑑』中
国統計出版社・江蘇省統計局編『江蘇統計年鑑』中国統計出版社より作成。
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平均賃金水準が上昇，蘇州の製造業平均賃金が上海に近づくにつれ，台湾ODM企業にとっ
て労働費の圧力が大きくなった。その点，重慶の労働費は蘇州より割近く安く，企業の生
産費用の節約に有利である。
ノート型 PCにおける組立工程は労働集約型であり，重慶における豊富かつ安価な労働力
の供給はODM企業にとって大きな魅力と考えられる。
2010年の人口センサスによると，重慶人口のうち，10万人当たりの大学・高校教育経験者
は，それぞれ全国平均の94.9％と94.3％全国平均よりやや低い。重慶政府は2015年までの
「重慶市国民経済と社会発展第十二個五年規計画綱要」における教育プロジェクトにおいて，
基礎教育の普及とともに職業専門学校と農民工職業訓練センターの設立に重点を置いてい
る36)。また，HP，広達，富士康，英業達が所在している西永微電子園区は，重慶大学区に
隣接している。その中の重慶大学，重慶科学技術学院と重慶電子工学職業学院では，高度な
IT専門人材を育成する学科が設置され，今後多くの高度な IT労働力を送り出すため学生
募集数を拡大している。
このように，重慶の豊富かつ安価な労働力は，労働集約型産業の台湾ODM企業にとって
大きな魅力であると考えられる。また，教育水準が全国よりやや低いものの，職業訓練や高
度な IT人材の育成に力を入れていることも魅力である。
② 経済開発区
重慶に進出した台湾ODM企業及びブランド企業は，主に西永微電子園区と両路寸灘保税
港区に立地している37)。つの開発区とも物流利便性が高い位置に立地し，そしてお互いに
車で30分の至近距離である。西永微電子園区は「国際大通路｣38)の起点にある鉄道物流区か
ら㎞のところにあり，さらに14の大学が立地する重慶大学区とも隣接している。西永微電
子園区内の西永総合保税区は中国面積最大であり，通関作業，保税加工，保税物流と貿易サ
ービスの機能を持つ中国保税サービスが最も豊富な保税区のつである。両路寸灘保税港区
は内陸部唯一の国家レベル開発区，「両江新区」の重要な構成部として，西永総合保税区と
同じような機能を持つ。中国国内では，両路寸灘保税港区がつの「唯一」と言える特徴を
持つ。すなわち，①内陸型保税港区であること，②市の中心部にあり，金融中心区にも隣
接する保税区であること，③「港＋空港」の二重機能を持つ保税区であること。上海周辺の
経済開発区における保税サービスも充実しているが，輸出するための上海港までの距離は数
十キロから100キロ近い。これに対し，重慶の経済開発区は物流路線のスタート起点にあり，
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36) 重慶市人民政府（2011），p.68。
37) 以下，西永微電子園区と両路寸灘保税港区に関しては各ホームページの情報による。
38) 以下で詳しく述べる。
輸出中心の台湾ODM企業にとって，物流の利便性がより高く，運輸費もより節約できる。
また，重慶では，工業生産におけるエネルギー資源も豊富である。重慶は長江と世界最大
の水力発電所の三峡ダムに隣接し，豊富な水資源と電力資源に恵まれ，中国天然ガス貯蓄量
が最も豊富な地域のつでもある39)。西永微電子園区を例にとると，工業用水では2012年に
15万立方メートル/日の水供給が実現，25万トン/日の汚水処理所がカ所あり，電力では
220キロボルト変電所カ所と110キロボルト変電所カ所を持ち，エネルギーでは50万立方
メートル/日の天然ガス供給所が完成し，通信では園内電話機3.9万台を設置し，国際通信局
に専用光ファイバー本を開通した。こうして，重慶の経済開発区において，社会的なイン
フラ設備が整備されたことにより，集積の利益が発生し，生産費用が節約できるようになっ
た。重慶における電気，水道，天然ガス資源は豊富で，価格も長江デルタより安く，他の生
産要素を含め生産費用はトータルで長江デルタより〜割安い。
さらに，経済開発区では，さまざまな税金優遇政策とワンストップサービスが実施されて
いる。
表 5-3 が示すように，重慶経済開発区内の企業にとって，所得税は長江デルタより低い。
また，各開発区間の業務がつながっており，空港，港と鉄道の機能が各保税区まで延長する
ことによって，輸出の通関手続きが大幅に簡略化され，時間が短縮され，企業の資金調達に
も役立った。
その他，西永微電子園区では，隣接している重慶大学区の大学と共同研究開発も行われて
いる。重慶大学区にある14の大学の中では，電子情報学科が設置される大学が重慶大学，重
慶科学技術学院と重慶電子工学職業学院のカ所である。2007年には，重慶科学技術学院と
西永微電子園区が，研究開発，技術の産業化，技術人材育成などに関して研究合作協議を締
中央大学経済研究所年報 第45号134
39) 「重慶梁平発見特大型天然気田 蓄量有望達到亜洲第一」人民網 2010年月28日。
表 5-2 重慶の経済開発区と台湾ODM企業の立地
西永微電子園区 両路寸灘保税港区
設立 2005年月 2008年11月
面積 12万平方メートル 万平方メートル
位置
市区の西部，重慶大学区と鉄路物流区と隣
接，江北国際空港と寸灘港まで車30分
水港功能区：長江上流の寸灘港
空港功能区：江北国際空港
構成
西永総合保税区，ソフトウェア及びサービ
スアウトソーシング園区，IC 園区，基礎
電子産業園区，企業支援園区
港作業区，輸出加工区，倉庫保管物流区，
金融・貿易サービス管理区
ODM企業 HP，広達，富士康，英業達 Acer，華碩，緯創，仁宝，和碩
（出所） 西永微電子園区と両路寸灘保税港区のホームページより作成。
結している41)。
以上，重慶の経済開発区のメリットとして，輸出輸送の利便性，安価かつ豊富なエネルギ
ー資源，税金の優遇政策とワンストップサービス，大学との連携などが挙げられる。それに
よって，台湾ODM企業は生産費用と輸送費の低減を実現することが可能であり，大学によ
る技術や人材のバックアップも得られる。
③ 物流
市場までの物流コストの保証は，重慶政府が HP を誘致した際に提供した条件のつであ
る。西部大開発の一環として，中央政府は，重慶を内陸部都市・農村の統合開発モデル地域
また対外経済開放区のモデル地とし，さらに周辺地域への経済波及効果を持たせるため西部
の交通中枢とする建設計画を立てた42)。このような背景の下で，重慶政府は，国内市場まで
の鉄道と高速道路のネットワーク，国際市場までの「国際大通路」の建設を急速に整備して
きた。
2013年末現在，重慶には本の鉄道（支線を含め）があり，隣接のつの省・自治区すべ
てとつながっている。さらに「つの中枢と11本の幹線」の鉄道ネットワークを構築し，西
北の蘭州，華北との通過点である西安，華東との中間点である長沙までの快速線，ミャンマ
ーに至る中間にある西南の昆明など，本の鉄路幹線を計画中である43)。2015年までに，路
線延長が2,300キロ拡張され，鉄道の「時間で周辺地域，時間で海に出る」の目標を挙
げている。現在，重慶から300キロ以上離れた成都まで，高速鉄道により時間で到達でき
るようになり，時間が従来の半分以下となった。これによって，成都と重慶の「成渝経済
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40) 「西部地域税収優遇政策将延続十年」中国産業信息網 2011年月12日。
41) 「我校与重慶西永微電子産業園区簽定産学研合作協議」重慶科技学院サイト 2007年月19日。
42) 詳しくは国務院（2009）a と国務院（2009）bを参照。「国務院関于推進重慶市統合城郷改革と
発展の若干意見」。
43) 重慶市交通委員会（2013）。
表 5-3 経済開発区における税金優遇政策とワンストップサービス
税金優遇政策
．2020年まで経済開発区にあるすべての企業の企業所得税は一律15％，東部より10
ポイント低い40)。
．保税区における取引では，関税や付加価値税がすべて免除される。
ワンストップ
サービス
．各開発区を出入りする輸出貨物について，申告，検査と通過をすべて一回で済ま
せることができる。申告は事前でも可能。
．海外から輸入する商品の部品は暫時に関税を納めなくてもよい。当該商品が国内
で販売されるなら税金を納める必要があり，輸出であれば，関税免除となる。
．水運貨物の輸出税金の払戻を従来の30〜45日から〜日まで短縮。
（出所） 各新聞報道に基づき作成。
区」の経済効果は一層期待される。また，市区内においては，市中心から70キロ範囲以内で
環状線の郊外鉄道を配置する予定もある44)。
高速道路に関しては「�本の環状線，10本の放射線と�本の連続線」のネットワークを掲
げ，十二五期間には道路延長を1,083キロ拡張し，2015年までに全長3,000キロとなる予定で
あり，「�時間で重慶全域まで到達可能，�時間で周辺地域の中心地まで到達可能」を目指
している。
国内交通インフラの整備と同時に，国際市場までの流通ルートも計画されている。2008
年，重慶政府が HP を誘致する際に国際市場への物流問題に直面し，内陸こその地理優位を
発揮するため，アジア・ヨーロッパ鉄道通路の構想を中央政府に提起した。その結果，2009
年に「一江両翼」の国際大通路の計画が正式に策定された45)。
西南方面の東南アジア・インド洋通路に対しては，重慶と雲南を結ぶ鉄道を建設中であ
る。西北方面のアジア・ヨーロッパ通路は2011年に開通し，2013年時点では毎日�便で，約
100のコンテナがヨーロッパに運ばれている。表 5-4 と表 5-5 によると，新しいアジア・ヨ
ーロッパ通路の開通により，空運より費用も安く，従来の海運より時間を大幅に節約ができ
る。鉄道と海運の総合利用のルートは鉄道より安いが，ヨーロッパまで依然として30日近く
中央大学経済研究所年報 第45号136
44) 「重慶市規画在70キロ範囲内布局市郊外鉄道」人民網 2013年�月30日。
45) 重慶市人民政府（2009）「重慶市貫徹国家物流業調整と振興規画の実施意見」。
表 5-4 「一江両翼」国際大通路
時間(日) 距離(㎞) ルート
一 江 40 22,000 重慶─（長江）─上海─（太平洋）─オランダのロッテルダム
西北翼 13 11,179
重慶─新疆─カザフスタン─ロシア─ベラルーシ─ドイツ─ベルギー
のアントワープ
西南翼 30 20,000
重慶─雲南─ミャンマー─（インド洋）─（地中海）─（大西洋）─
オランダのロッテルダム
（注）（ ）内のルートは水運，その他のルートは鉄道。
（出所） 重慶市人民政府（2011）。
表 5-5 開通された重慶〜ヨーロッパの貨物流通ルートの比較
航空 鉄道（西北翼) 鉄道＋海 川＋海（一江)
ルート 重慶〜ベルギー 重慶〜ベルギー 重慶〜深圳〜オランダ 重慶〜上海〜オランダ
時間 12時間 13天 53.5時間＋27天 40天
運賃順位
高→低
� � � �
（出所） 各新聞報道に基づき作成。
かかる。ノート型 PCにおけるモデル更新期間が短くなってきた現代においては，消費者ま
での商品の到達時間を短縮させることがメーカーにとって重要課題である。一方，航空のコ
ストは高いが，時間が極端に短縮されるため，体積が比較的小さいノート型 PC及びその部
品を輸送する際に多く利用される。
国際市場までのインフラ整備として，空港の建設も急速に進んでいる。ノート型 PCの部
品が飛行機によって運輸されるケースが多く，重慶政府は HP を誘致する条件のつとし
て，江北国際空港にボーイング747機が離着陸できるように，滑走路を従来より400メートル
延長した。さらに，2011年から開始した江北国際空港における回目の拡張工事では，世界
最大級の飛行機が離着陸できるように，滑走路の距離を従来よりさらに200メートル延長し，
本数も2015年までに従来の本から本まで増やす予定である。また，周辺空港専用快速道
路と貨物通路の建設も進んでいる。現在，重慶における国際貨物航空流通ルートは20本増加
し，毎週40便を超えることもある。今後，江北国際空港は両路寸灘保税港区の空港功能区と
連結し，中国西部の航空物流基地とすることが計画されている。
重慶は，沿海部の長江デルタや珠江デルタと2,000キロ以上離れ，輸出するには地理位置
が悪い地域とされ，今までは貨物すべてが長江経由で上海から輸出されていた。しかし中央
政府の政策支援の下で，重慶が上海よりも欧州との距離が近い内陸地域こその地理優位を発
揮すべく，ノート型 PCの流通プロセスに合わせ，重慶政府が新たな流通ルートやインフラ
計画を打ち出したことから，中国西部地域のハブ，あるいは中国とヨーロッパのハブとして
のインフラ建設が急速に進展している。また，重慶と成都が時間で結ばれ，重慶と成都の
「成渝経済区」の経済効果が高まる中で，今後は成都が重慶のハブ機能を分担する可能性も
ある。こうして，重慶は西部のハブあるいは中国と外国の新たなハブという重要な位置づけ
により，世界市場を相手にする台湾ODM企業にとって，輸出の利便性が上海に近づく可能
性を秘めている。
2) 需 要 面
次に，重慶に立地した企業における国内市場を考察したい。重慶は中国大陸の中心にあ
り，中国の西北地域，西南地域，華中地域に挟まれている。近年における重慶でのインフラ
建設により，隣接の省，市，自治区までの交通利便性が高まっている。十二五期間の鉄道建
設の目標「時間で周辺地域，時間で海に出る」では，2015年までに成都まで時間，貴
陽と西安まで時間，昆明と長沙まで時間，武漢まで時間，蘭州まで時間，広州まで
時間，上海まで時間で到達できることを定めている46)。こうして，重慶で生産したノー
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46) 「重慶製定十二五鉄道計画 時間可出海」人民鉄道網 2010年11月日。
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図 5-2 重慶と周辺省都と直轄市の位置図
（出所） 中国まるごと百科事典より作成。
成都
長沙
蘭州 西安
新疆ウイグル自治区
甘粛省
???
??????
???
??
???
???
寧夏回族
自治区青海省
四川省
雲南省
貴州省
広西チワン族
自治区
湖南省
海南省
湖北省
上海市
内蒙古自治区
吉林省
遼寧省
黒竜江省
山東省
江蘇省
浙江省
北京市
天津市
江西省
広東省
河南省
西蔵自治区
武漢
貴陽
昆明
広州
表 5-6 2011年重慶周辺地域のインターネットの普及状況と人口規模，都市人口数
普及率順（全部31) 普及率（％) 都市人口（万人) 総人口（万人)
陜西 14 41.5 1,770 3,743
重慶 15 40.9 1,606 2,919
湖北 18 40.1 2,984 5,758
湖南 23 33.3 2,975 6,596
四川 25 31.3 3,367 8,050
甘粛 27 31.0 953 2,564
貴州 29 28.6 1,213 3,469
雲南 30 28.5 1,704 4,631
合計 16,572 37,730
（出所） 中国互聯網絡信息統計中心「第31次中国互聯網絡発展状況統計報告」・国家統計局編『中国統計年鑑』
中国統計出版社より作成。
ト型 PCの国内販売市場も拡大することが予想できる。
図 5-2 に示されるように，2015年以降，重慶から北京，上海，広州までの時間は時間以
内に短縮される予定である。沿海部都市のノート型 PC市場への参入は難しいとしても，隣
接の中部と西部の地域への市場参入の可能性は大きいと考えられる。そこで，重慶を含め，
周辺の四川，甘粛，陜西，湖北，湖南，貴州と雲南の人口規模とインターネットの普及率を
挙げてみよう。表 5-6によると，2015年以降，重慶から鉄道で時間以内の地理範囲の人口
規模は約3.7億人，都市人口が1.6億人である。これら地域におけるインターネットの普及率
では，ほぼすべてが全国31地域の後半に位置し，全国平均（42.1％）を下回っている。さら
に，統計上，インターネットの利用者数の割が携帯利用者，PC利用者が割ということ
で，重慶周辺地域における PCの所有者数が少ないことが推測できる。言いかえると，今後
これら地域におけるノート型 PCの市場拡大が期待できるといえる。
．お わ り に
本論文では，労働力，経済開発区や物流などの供給サイドの生産費用削減と，需要サイド
における市場規模の拡大を中心に，重慶における台湾ODM企業の移転要因について考察し
た。
台湾ODM企業は近年，長江デルタでの生産費用の上昇や企業間の競争激化により，利潤
率が低下し，コストの変動に敏感になっている。
供給面から見ると，重慶における余剰労働人口が多く存在し，製造業の平均賃金は長江デ
ルタより〜割安い。教育水準は全国平均よりやや低いが，近年多くの職業訓練学校や
IT専門人材の育成プロジェクトが実施されている。経済開発区では，輸出利便性が高く，
安価かつ豊富な資源が提供され，長江デルタより安い税金の優遇政策やワンストップサービ
スが実施され，さらに大学との連携も行われている。物流面では，重慶は内陸こその地理優
位性を発揮し，新しい国際流通ルートを開通させ，ヨーロッパまでの輸送では上海より時間
を大幅に節約できるようになっている。新しい流通ルートの開通によって，重慶は中国西部
のハブ，あるいは中国と外国との新しいハブとなりつつある。以上要するに，供給面の生産
費用からみると，重慶は生産費用が長江デルタより安く，生産要素賦存が豊富で，物流の利
便性も上海に劣らない。したがって，コストに敏感な台湾ODM企業にとっては重慶での生
産拠点の設置は合理的な選択だと考えられる。
他方，需要面から見ると，重慶における鉄道の大規模建設は周辺地域の中心地までの時間
を大幅に短縮させ，将来的に周辺地域への市場拡大にもつながる。周辺地域におけるインタ
ーネットの普及率は未だ低いものの，西部地域の経済発展とともにノート型 PCの需要も高
まり，台湾ODM企業にとって大きなチャンスが到来する。
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このように，台湾ODM企業の重慶への立地移転は，重慶の地域特性とインフラ設備によ
るところが大きい。しかし，中央政府によるマクロ的な経済政策制定と重慶市政府による具
体的な支援がないと，重慶の利便性は現実化しない。また，長江デルタの経済開発区におけ
る長年の経験がないと，台湾ODM企業の重慶移転も迅速には生じなかったであろう。した
がって，後進地域における産業発展を促進するには，地域の特性を結合しながら，適切な政
策を制定し，さらに発展した地域の経験を学ぶことが重要なポイントとなる。
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